
 

 

 

予算額等 現状 見直し内容 

 

１ 24年度予算(通年見込み) 

     ４８５ 百万円 

 （   ４８５ ） 

  24年度暫定予算 

            １６２ 百万円     

   （   １６２ ） 

 

２ 24年度素案 

            ３６４ 百万円 

     （   ３６４ ） 

   25年度素案 

          ＊３６４ 百万円  

     （  ＊３６４ ） 

   26年度素案 

          ＊３６４ 百万円    

    （  ＊３６４ ） 

 

３ 効果見込額 

 24年度    １２１ 百万円 

   （   １２１ ） 

 25年度   ＊１２１ 百万円 

   （  ＊１２１ ） 

 26年度   ＊１２１ 百万円 

    （  ＊１２１） 

 
＊印は、事業費を再度精査するこ 

とにより効果見込額を決定 

※（ ）は一般財源 

 

１ 事業目的 

 ・地域コミュニティの活性化のために、多 

  様な団体間の連携・協働を促進し、地域 

  コミュニティ活動の担い手の拡大と、市 

  民活動の活性化を図る  

  

２ 事業内容 

 ・市民活動団体の自主的な活動を促進する 

  とともに、団体間の連携・協働によるコ 

  ミュニティづくりを目的として市民活動 

  団体の活動にかかる情報提供など、区内 

  で活動する市民活動団体支援事業の企画 

  調整等を行う   

 

３ 事業開始年度 

 ・平成１４年度 

 

 

１ 見直しの考え方 

 ・コミュニティ活動の担い手の拡大や市民活動の活性 

  化を事業目的としているが、コミュニティ協会への 

  随意契約であり、同協会への団体運営補助としての 

  性質が強く、また、事業効果も不明確であることか 

  ら、手段としての最適性が認められない 

 ・コミュニティづくりへの支援策については、全区画 

  一的にコミュニティ協会に委ねるのではなく、公募 

  により、地域の実情にあわせて区長が裁量で再構築 

  を図ることとする 

 

２ 見直し内容 

 ・団体運営補助としての性質が強いため、事業費を25 

    ％削減する。削減後の事業費の範囲内で、公募によ 

  る自律的な地域運営に向けた支援策を再構築する 

 ・平成25年度予算に向けては、平成24年度の実施効果 

  や比較４市における地域運営への支援に係る経費を 

  勘案するなど、事業費を再度精査することとする 

 

３ 実施時期 

 ・平成２４年８月 

 

４ 留意事項 

 ・平成25年度予算に向けて事業費を再度精査すること 

  により、効果見込額を決定する 

【主要検討項目】 地域活動団体等の公益活動の連携・協働の促進等による地域コミュニティづくり事業  

（整理番号 36） 

見直し分類：②施策・事業の再構築 

        ウ スリム化・統合化 



 

 

 

予算額等 現状 見直し内容 

１ 24年度予算(通年見込み) 

     １，８６３ 百万円 

   （   １，８４２ ） 

  24年度暫定予算 

          ４４４ 百万円 

  （     ４３０ ） 

 

２ 24年度素案 

     １，３９７ 百万円 

   （   １，３８１ ） 

   25年度素案 

   ＊１，３９７ 百万円 

   （ ＊１，３８１ ） 

   26年度素案 

   ＊１，３９７ 百万円 

   （ ＊１，３８１ ） 

 

 

３ 効果見込額 

 24年度    ４６６ 百万円 

  （      ４６１ ） 

 25年度   ＊４６６ 百万円 

  （     ＊４６１ ） 

 26年度  ＊４６６ 百万円 

  （     ＊４６１ ） 
 

＊印は、事業費を再度精査す 

ることにより効果見込額を決定 

※（ ）は一般財源 

１ 事業目的 
 
 ・社会福祉法で規定される団体である社会福祉協議会 

  の運営を支援することにより、地域福祉活動の推進 

  と社会福祉事業の充実を図る 
  

２ 事業内容 

 【市社会福祉協議会（市社協）の役割】 

 ・市の社会福祉諸団体や全国的なネットワークとの連絡調整 

 ・区社会福祉協議会活動の支援、市ボランティア情報センターの運営 

 ・災害時の被災地支援や市災害ボランティア活動支援センター設置運営  

  の協力等 

 平成23年度予算 交付金233百万円（26名分）※本市派遣職員３名 

 ≪本市からの委託事業・補助金事業（例）≫ 

  ★地域生活支援事業（委託） 

  ★あんしんさぽーと事業（補助） 

  ★食事サービス事業（ふれあい型）（補助） 

 

   【各区社会福祉協議会（区社協）の役割】 

 ・住民主体の地域福祉活動の支援  

 ・ボランティア活動の支援（ボランティアビューローの運営） 

 ・区における社会福祉諸団体等の連携づくり 

 ・区役所との連携 

 平成23年度予算 交付金1,684百万円（１区あたり９名、24区計216名分） 

 ※ 本市派遣職員48名（ただし、平成23年度末で全て引き上げ）       

 ≪本市からの補助金事業（例）≫ 

  ★地域福祉活動推進事業（補助） 

 

３ 事業開始年度 
 
 ・昭和２６年度 

１ 見直しの考え方 
 
 ・市社会福祉協議会や各区社会福祉協議会の事業内容を精査し、 

  「交付金」から個々の事業ごとの「委託」又は「補助」の形態 

  へと変更するとともに、委託にあたっては公募化を図る。補助 

  について、運営補助として残る場合は、４年間で廃止し、事業 

  補助については比較４市並みの水準を踏まえて精査 

 

２ 見直し内容 
 

 ・団体運営補助としての性質が強いため、平成24年度は補助を 

  25％削減し、効率的かつ自律的な運営となるよう促す 

 ・平成25年度予算に向けて、事業の内容を精査し、「委託事業」、 

  「事業補助」に再構築し、委託事業については公募を原則と 

  する 

 

 

  （参考）【比較４市状況】（平成23年度） 

    社会福祉協議会における人口10万人あたりの職員数 

    （運営費補助対象職員数） 

      ・大阪市  9.1名 

       ・４市平均 3.4名 

 

   

３ 実施時期 
 

 ・平成２４年度 

 

４ 留意事項 

 ・平成25年度予算に向けて事業費を再度精査すること 

  により、効果見込額を決定する   

【主要検討項目】  大阪市社会福祉協議会交付金・各区社会福祉協議会交付金 
（整理番号 61､62） 

見直し分類：②施策・事業の再構築 

         ウ スリム化・統合化 



 

 

 

予算額等 現状 見直し内容 

 

１ 24年度予算(通年見込み) 

３，９６９ 百万円 

    （ ３，１０７ ） 

  24年度暫定予算 

   ３，４６８ 百万円 

    （ ２，７１３ ） 

 

２ 24年度素案 

    ３，９６９ 百万円       

    （ ３，１０７ ） 

   25年度素案 

        ３，９６９ 百万円 

   （ ３，１０７ ） 

   26年度素案 

        ３，９０２ 百万円 

   （ ３，０５３ ） 

 

３ 効果見込額 

 24年度      ０ 百万円 

   （     ０ ） 

 25年度      ０ 百万円 

   （     ０ ） 

 26年度     ６７ 百万円 

   （    ５４ ） 

 
※（ ）は一般財源 

 

 

 

 

１ 事業目的 

 ・いきいき放課後事業 

   児童の健全育成 

 ・子どもの家事業 

   児童の健全育成 

 ・留守家庭児童対策事業（学童保育） 

   留守家庭児童の健全育成 

  

２ 事業内容 
     （平成22年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 事業開始年度 

 ・いきいき放課後事業：平成 ４年度 

 ・子どもの家事業  ：平成 元年度 

 ・留守家庭児童対策事業（学童保育） 

           ：昭和４４年度 

 

１ 見直しの考え方 

 ・重複する事業を整理し、地域のニーズに応じたサービスを提供 

  できる環境を整えるため、公募により選定した地域団体等に学 

  校を開放して放課後事業を実施する 

 ・「子どもの家事業」及び「留守家庭児童対策事業」の実施主体 

  が、学校で実施される放課後事業に参画できる機会を検討する 

 ・時間延長など、サービスに応じた負担を求める 

２ 見直し内容 

 ・平成25年度 

  ・「いきいき放課後事業」において、公募を実施するとともに、 

   時間延長などのサービスを提供する 

 ・平成26年度 

  ・「子どもの家事業」を「留守家庭児童対策事業」へ移行する 

  ・「いきいき放課後事業」においては、25年度に実施した公募 

   事業者の運営状況を検証しつつ、更なる機能充実を図り、学 

   校のスペース状況を勘案しながら、留守家庭児童のニーズに 

   対応していく 

  ・なお残る留守家庭児童のニーズに対しては、民設民営で実施 

   されている現行の「留守家庭児童対策事業」を、「いきいき 

   放課後事業」の補完的役割として補助を継続する 

３ 実施時期 

 ・平成２５年度（公募開始） 平成２６年度（３事業再構築） 

４ 留意事項 

 ・サービス体系を見直し、収入の確保を図る 

 ・公募の状況を見ながら検証 

  （参考） 

【主要検討項目】 放課後事業 

名称 いきいき 子どもの家 留守家庭 

主体 大阪市 民間 民間 

箇所数 298 30 109 

登録人数 63,828 1,927 2,112 

時間 ～18時 ～18時 各施設が設定 

料金 無料 無料 月2万円程度 

H24予算 3,453百万円 170百万円 346百万円 

  横浜市 名古屋市 

時間 ～19時 ～19時 

料金 

～17時        無料 
17時～  月 5,000円 
    １回   800円 

～17時        無料 
17時～  月 5,000円 
    １回   800円 

（整理番号 156､157､158） 

見直し分類：②施策・事業の再構築 

         ウ スリム化・統合化 

※名古屋市はモデル事業 



 

 

 

予算額等 現状 見直し内容 

 

１ 24年度予算(通年見込み) 

１５６ 百万円 

 （   １３７ ） 

  24年度暫定予算 

              ５９ 百万円 

     （    ５４ ） 

 

２ 24年度素案 

          １５６ 百万円 

     （   １３７ ） 

   25年度素案 

                ０ 百万円 

     （     ０ ） 

   26年度素案 

                ０ 百万円 

     （     ０ ） 

 

３ 効果見込額 

 24年度       ０ 百万円 

     （     ０ ） 

 25年度    １５６ 百万円 

     （   １３７ ） 

 26年度    １５６ 百万円 

     （   １３７ ） 

 

※（ ）は一般財源 

 

１ 事業目的 

  

 ・臨時的、突発的な保育ニーズに対応する  

 

２ 事業内容 

  

 ・児童の預かり等の援助を受けることを希 

  望する会員と、援助を行うことを希望す 

  る会員との連絡調整を行う業務を大阪市 

  社会福祉協議会に委託して実施 

         （平成22年度） 

 

 

   
 

 
 

    ※各区の平均利用件数 3.0件／日 

 

３ 事業開始年度 

 

 ・平成１３年度 

 

 

 

１ 見直しの考え方 

 ・利用実態に鑑み、「子育て活動支援事業」と統合す 

  る 

 

２ 見直し内容 

 ・平成25年度（単年度） 

   各区で「子育て活動支援事業」とともに公募を実 

   施する 

 ・平成26年度 

   （平成24年度 公募区長就任、平成25年度 区割り案提示） 

   24ヶ所を18ヶ所に統合のうえ、「子育て活動支援 

   事業」とともに公募を実施する 

 

３ 実施時期 

 ・平成２５年度 

 

４ 留意事項 

 ・ファミリー・サポート・センターの本部機能につい 

  ては、区の水平連携の中で中間支援組織をもつなど 

  効果的に実施すること 

 

 

 

【主要検討項目】 ファミリー・サポート・センター事業 

依頼会員 3,845人 

提供会員 1,368人 

両方会員 640人 

利用件数 26,355件 

（整理番号 161） 

見直し分類：②施策・事業の再構築 

         ウ スリム化・統合化 



 

 

 

予算額等 現状 見直し内容 

１ 24年度予算(通年見込み) 

       ３６３ 百万円 

     （   ２６２ ） 

  24年度暫定予算 

             ７３ 百万円 

    （     ５３ ） 

 

２ 24年度素案 

       ２０４ 百万円 

     （     １４７ ） 

   25年度素案 

       ２５４ 百万円 

     （     １７９ ） 

   26年度素案 

       １７３ 百万円 

     （    １１６ ） 

 

３ 効果見込額 

 24年度    １５９ 百万円 

   （   １１５ ） 

 25年度   １０９ 百万円 

    （    ８３ ） 

 26年度   １９０ 百万円 

   （    １４６ ） 

 

 
※（ ）は一般財源 

１ 事業目的 
 

 ・中学校区における地域の学校支援体制を構築 

  し、家庭や地域の教育力を活かし、生活習慣 

  の確立や学力向上をめざす 
 

２ 事業内容 
 

 ・中学校区に、学校と地域をつなぐコーディネ 

  ーターとして「学校元気アップ支援員」を配 

  置し、地域のさまざまな人材や社会資源を学 

  校教育に活かして、家庭・地域が一体となっ 

  て学校を支援するしくみ「学校元気アップ地 

  域本部」を設置する 
 
 ・多数のボランティアとの協働により、放課後 

  等の学習活動への支援や学校図書館の活性化 

  への支援、部活動や環境整備等への支援に取 

  組み、生徒の学習習慣の定着や中学校を中心 

  とした教育コミュニティづくりを進めている 
 
 ・事業の立ち上げ期に原則として２年間「学校 

  元気アップ支援員」（非常勤嘱託職員）を配 

  置しており、立ち上げ期以降は、事業継続の 

  ため、「学校元気アップ支援員」から「地域 

  コーディネーター」（有償のボランティア） 

  へと転換し活動する 
 

３ 事業開始年度 
 

 ・平成２１年度 

１ 見直しの考え方 

 ・事業の効率性の観点から見直しを図る 

 

２ 見直し内容 

 ・平成24年度の新規の51校での実施を１年先送りする 

 ・立ち上げ期の「学校元気アップ支援員」（非常勤嘱 

  託職員）の配置期間を２年から１年に短縮する 

 ・「学校元気アップ支援員」に外部人材を積極的に活 

  用する 

 

３ 実施時期 

 ・平成２４年度 

 

【主要検討項目】 学校元気アップ地域本部事業 

※当初、平成24年度に全127校で実施できるよう、新規51校も 
 含めた118校で非常勤嘱託職員を配置することを想定してい 
 た。平成24年度は新規校実施を見送り、25年度新規校に非常 
 勤嘱託職員を配置し、その期間を1年に短縮する 
 

（整理番号 393） 

見直し分類：②施策・事業の再構築 

         ウ スリム化・統合化 

【参 考】 

地域コーディネーター報酬額の比較 

  H23実績 H24 
            

H25 
            

H26 

非常勤嘱託職員(人) 74 62 51 0 

＠2,802（千円） 207,200 173,724 142,902 0 

有  償 
ボランティア(人) 2 14 76 127 

＠1,224（千円） 2,448 17,136 93,024 155,448 

その他管理費等 16,505 12,847 18,358 17,452 

総    額 226,153 203,707 254,284 172,900 




